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１ 三重県リサイクル製品利用推進条例について 

（１）条例改正案について 

 
 

（２）条例の運用についての申入書案について 

 
 
 

２ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例について 
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３ その他 

 
 

※ 添付資料 
１ 三重県リサイクル製品利用推進条例に関する資料 
   ・資料１～資料４ 

２ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例に関する資料 
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議 提 議 案 第 ○ 号 

   三 重 県 リ サ イ ク ル 製 品 利 用 推 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 案 （ 案 ） 
 右 提 出 す る 。 
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   三 重 県 リ サ イ ク ル 製 品 利 用 推 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 
 三 重 県 リ サ イ ク ル 製 品 利 用 推 進 条 例 （ 平 成 十 三 年 三 重 県 条 例 第 四 十 六 号 ） の 一 部 を

次 の よ う に 改 正 す る 。 
 第 二 条 中 「 規 則 で 定 め る も の を 除 く 。 」 を 削 り 、 同 条 に 次 の た だ し 書 を 加 え る 。 
  た だ し 、 次 に 掲 げ る も の を 利 用 す る こ と に よ り 、 生 産 等 を さ れ る も の を 除 く 。 
 一 廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 五 年 法 律 第 百 三 十 七 号 ） 第 二 条

第 三 項 に 規 定 す る 特 別 管 理 一 般 廃 棄 物 又 は 同 条 第 五 項 に 規 定 す る 特 別 管 理 産 業 廃

棄 物 
 二 規 則 で 定 め る 方 法 に よ り 測 定 さ れ た そ の 空 間 放 射 線 量 率 の 値 が 〇 ・ 一 四 マ イ ク

ロ グ レ イ 毎 時 を 超 え る も の 
 第 七 条 第 一 項 中 「 次 項 及 び 第 三 項 に お い て 」 を 「 以 下 こ の 条 に お い て 」 に 改 め 、 同

条 第 三 項 中 「 前 二 項 」 を 「 前 三 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 四 項 と し 、 同 条 第 二 項 を 同

条 第 三 項 と し 、 同 条 第 一 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。 

２ 知 事 は 、 第 九 条 第 一 項 の 認 定 、 第 十 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 取 消 し 、 第 十 二 条

第 二 項 の 通 知 又 は 第 十 三 条 の 是 正 若 し く は 改 善 の 勧 告 に 当 た っ て 必 要 が あ る と 認

め る と き は 、 認 定 委 員 の 意 見 を 聴 く こ と が で き る 。 
 第 十 五 条 の 見 出 し を 「 （ 県 の 調 達 等 ） 」 に 改 め る 。 
   附 則 
 こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 
 

提 案 理 由 
 リ サ イ ク ル 製 品 の 品 質 及 び 安 全 性 に つ い て 一 層 の 確 保 を 図 る た め 、 リ サ イ ク ル 製 品

の 定 義 に 関 し て 所 要 の 改 正 を 行 う と と も に 、 リ サ イ ク ル 製 品 認 定 委 員 に 関 す る 規 定 の

 

こ れ は 、 本 会 議 場 等 で 配 付

さ れ る 条 例 案 （ 案 ） の イ メ ー

ジ で す 。 

資
料
２

 



整 備 等 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 議 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。 
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三重県議会では、昨年６月、これまでに制定された議員提出条例
について、制定当時からの県民の意識や社会情勢の変化等を勘案し、
また議決の意思どおりに運用されているか等について、県民の視点
に立って検証を行うため、三重県議会基本条例（平成十八年三重県
条例第八十三号）第 14 条第１項の規定に基づいて、議員提出条例に
係る検証検討会を設置した。本検討会においては、県民の暮らしに
深く関係するものであること及び県民の関心も高いことから、最初
に三重県リサイクル製品利用推進条例（平成十三年三重県条例第四
十六号）を検証することとし、これまで 12 回にわたって当条例の改
正及び運用の在り方について検討を行ってきたところである。 
当条例は、平成 13 年３月に制定され、同年 10 月の施行以来、７
年間運用されてきたところであるが、その間に２回の改正がなされ
た。１回目は、平成 17 年３月、リサイクル製品の利用を推進するに
当たって県が主導的な役割を果たし、市町村等と協働していくため、
議員提出によって改正された。２回目は、平成 18 年３月、いわゆる
フェロシルト問題（平成 17 年６月以降、県の認定リサイクル製品で
あるフェロシルトが六価クロム等の汚染原因であること、及び生産
者の石原産業㈱が虚偽の申請を行って不正に認定を受けていたこと
が判明した。）を契機としてリサイクル製品の認定手続における不正
行為を防止するとともに、リサイクル製品の品質及び安全性を確保
するため、知事提出によって改正され、現在に至っているものであ
る。 
当条例第６条第１項及び第２項の規定に基づき認定されたリサイ
クル製品は 115 品目（平成 20 年 12 月現在）であり、認定リサイクル製品
の販売額は約 63 億 3,400 万円（平成 19 年度）となっている。また、第
15 条の規定に基づいて本県が購入した認定リサイクル製品は 81 品
目、10 億 8,941 万円（平成 19 年度）という実績を上げているところで
ある。これらの実績を背景に、本県における一般又は産業廃棄物の
再生利用率等は増加しており、リサイクル産業の育成及び環境への
負荷が少ない循環型社会の構築に、当条例に基づく取組が一定寄与
していると認められるところである。 
循環型社会の構築のためには、廃棄物等の発生抑制（リデュース）、
適正な再使用（リユース）、回収されたものを原材料として適正に利
用する再利用（リサイクル）という取組が必要である。本県は、そ
の一つであるリサイクルの推進について、他の都道府県に先行して
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当条例を制定し、リサイクル製品の認定制度の運用を含めリサイク
ル製品の利用を図ってきたところであるが、今後さらに、県民や民
間企業等による幅広い利用を促していく必要がある。 
そのため、立入検査又は収去検査の厳格かつ適正な実施などによ
り品質及び安全性を確保しつつ、再生資源等の利用に関する研究開
発の支援、リサイクル製品の利用を推進するために必要な広報その
他の啓発など当条例に基づく県による取組を一層積極的に推進され
るとともに、当条例の運用について、特に以下の７点について、迅
速かつ的確に対応されるよう申し入れる。 
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記 
 

１ 認定リサイクル製品が、県内で発生する再生資源等を一定割合
以上含むという基準を設けることにより、県内で発生する再生資
源等がより多く利用されることとなるよう図るべきである。 

（第６条関係） 
 
当条例の目的は、県内のリサイクル製品の利用の推進によるリサ
イクル産業の育成及び循環型社会の構築への寄与である。 
現在、県は、製品認定の申請段階でできる限り高率で県内で発生
する再生資源等が含まれるよう指導を行っているが、認定製品の一
部については再生資源等のうち県外のものがほとんどであったり、
同じ種類の製品であっても、認定生産者によって混入割合にばらつ
きがあったりしている。 
これには、そもそも再生資源等の種類によっては県内で発生する

量が少ない、あるいは県内で発生しないものがある、認定生産者の
事業活動等によって県外で発生する再生資源等が混入する場合が
ある等もその背景として考えられるが、県内で発生する再生資源等
を一定割合以上含むという基準がないことも一因である。 
この基準を認定の要件とすると、認定製品が少なくなったり、混
入割合が低率に揃ってしまったりする懸念があるが、当条例の目的
を踏まえて、認定リサイクル製品の品目によっては混入割合の努力
目標値を基準として定めることにより、県内で発生する再生資源等
がより多く利用されるよう促すべきである。 

  
 
２ 農業資材（肥料又は堆肥等）のリサイクル製品については、品
質及び安全性の確保を最優先とした上で、条例の趣旨にかんがみ
て、その認定の拡大が図られるよう、専門家の意見を聴取しつつ
認定基準の在り方を検討すべきである。     （第６条関係） 

 
現在認定されているリサイクル製品は、建設資材 93 品目、物品

等その他 19 品目、農業資材３品目（平成 20 年 12 月現在）となっており、
特に農業資材において少ない。 
県内で発生する再生資源等を利用する農業資材としては肥料又
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は堆肥等があるが、これらが認定されることが少ない一因としては、
これらを認定するに当たって、その認定基準として、現在、「土壌
の汚染に係る環境基準について（平成三年環境庁告示第四十六号）」
の別表に定める項目及び環境上の条件が適用されていることが考
えられる。これは、一般的な肥料に適用される肥料取締法（昭和二
十五年法律百二十七号）に基づく基準よりも厳しいと言われるもの
である。 
こうした厳しい認定基準を満たすには品質管理も負担になるた
め、認定を取り下げた製品もあるとのことから、リサイクル製品の
品質及び安全性の確保を最優先とした上で、条例の趣旨にかんがみ
て、農業資材についてもリサイクル製品の認定の拡大が図られるよ
う、学識者等専門家の意見を聴取しつつ認定基準の在り方を検討す
べきである。 
 
 
３ 溶出試験に関しては、製品の品質及び安全性を十分に確保した
上で、リサイクル産業を担う認定生産者等の負担の軽減について
検討すべきである。              （第６条関係） 

 
県は、用途が、土壌と接し、又は混合して使用されるもので、埋

戻し材、土壌改良材、肥料又は堆肥、緑化基盤材、コンクリート二
次製品その他これらに類するものである認定リサイクル製品につ
いては、「土壌の汚染に係る環境基準について」に定められた基準
である、重金属類６項目が環境上の条件に適合しているかについて
の検査（いわゆる溶出試験）を、基本的に３ヶ月に一度の頻度で行
うこととしている。また、認定生産者からの報告と県による立入検
査の両面からも確認を行うことにより、品質及び安全性をより確実
に確保しているところである。 
これらは、いわゆるフェロシルト問題に対応して、平成 18 年に
条例改正等を行って厳格化が図られたものである。しかし、溶出試
験については検査頻度が基本的に３ヶ月に一度と他の道府県と比
較すると頻繁であり、その費用や手間が認定生産者の大きな負担と
なっている。 
品質及び安全性の確保は最優先の課題ではあるが、リサイクルの
推進も重要な課題である。このため、溶出試験について、製品の品
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質及び安全性を十分に確保した上で、認定生産者等の負担が軽減で
きるかどうかを学識者等専門家の意見を聴取し、検討すべきである。 
 
 
４ 三重県リサイクル製品認定委員については、条例の規定に則し
「流通」等に係る学識経験を有する者を同委員に加え、県として
も認定リサイクル製品の流通の拡大が図られるよう取り組むべき
である。                   （第７条関係） 

 
現在、有機、無機、分析、土木建築等の分野の学識経験を有する

者７名が三重県リサイクル製品認定委員に任命され、再生資源等の
適切な利用や品質及び安全性の観点から認定に当たって意見を述
べているが、条例に規定はあるものの、流通の分野の学識経験を有
する者が認定委員に加えられていない。 
認定されたリサイクル製品がどのように生産、流通、販売等され
て最終的に利用されることとなるのかなど、生産から消費までの流
通全体を見渡せる知見を有した学識者等専門家の意見を聴取する
ことは、認定リサイクル製品の流通拡大を図る上で重要である。 
このため、リサイクル製品認定委員については、条例の規定に則
し「流通」等に係る学識経験を有する者を加え、認定リサイクル製
品の品質及び安全性が確保されるとともに県としても流通拡大が
図られるよう取り組むべきである。 
 
 
５ 製品の品目ごとに、認定申請に伴う手続や品質及び安全性の基
準等の情報を誰もが容易に入手できるよう環境整備を図るべきで
ある。                    （第８条関係） 

 
現在、県は、リサイクル製品の認定申請の事前相談を受け、制度

の概要や申請から認定取得までの手続を説明するなどして、円滑な
申請が行われるよう図っている。 
しかしながら、新規に認定される製品数は、平成 17 年度９件、
平成 18 年度 23 件、平成 19 年度 13 件、平成 20 年度７件（平成 20 年
12 月現在）と必ずしも着実に増加しているといえる状況ではないこと
から、新規申請の増加を図るためには、事前相談の前の段階から認
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定申請のための必要な情報が入手しやすい環境の整備を図ること
が必要である。 
このため、現在行っている事前相談と並行してパンフレットやホ

ームページ等を積極的に活用し、事前相談をしなくても製品の品目
ごとに認定申請の手続や品質及び安全性に係る基準等の情報を容
易に入手できるような環境の整備を図るべきである。 
 
 
６ 認定リサイクル製品の優先的な購入又は使用について、連携を
密にして取り組むべきである。         （第 15 条関係） 

 
当条例において、リサイクル製品の利用の推進のため、県が認定

したリサイクル製品を優先的に使用又は購入することは、重要な施
策の一つである。 
その施策の推進のため、認定リサイクル製品については、みえ・
グリーン購入基本方針に基づく環境物品等の調達方針で、県の工事
又は物品の調達において優先的に使用又は購入することが定めら
れている。また、公共工事においては、設計書の積算段階で使用検
討チェックリストを用いて当該工事で使用できる製品があるかを
確認し、あれば特記仕様書に該当する製品の品目名を記載すること
により認定リサイクル製品を指定して発注することとしている。こ
れらの取組の成果として、平成 18 年度は 12 億 4,439 万円、平成
19年度は 10億 8,941万円と一定の購入実績を上げたと理解してい
る。 
しかし、本検討会での検証過程で、委員から特記仕様書への明記
の漏れや公共工事等において優先購入されていなかった等の事例
が指摘されるなど当条例の所管部局である環境森林部とそれ以外
の部局との連絡や情報共有が不十分であることが明らかとなった。 
このため、当条例に対する認識を全庁的に高めるとともに、認定
リサイクル製品の優先的な購入又は使用について当条例の所管部
局は関係部局との連携を密にして取り組むべきである。 
 
 
７ 認定リサイクル製品に関する情報提供を充実させるべきである。 

（第 18 条関係） 
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条例第 18 条の規定に基づき、県は、特にリサイクル製品認定制

度について、①ホームページによる広報、②積算基準改定説明会、
市町廃棄物担当課長会議等における市町への情報提供、③建設技術
フェア等における事業者への情報提供などを行っている。その結果、
29 市町 148 部課を対象としたアンケートにおいて、リサイクル製
品認定制度を「知っている」と回答したものが 95％という高率で
あった。 
しかし、同アンケートにおいて、「（リサイクル製品の使用）実績

無し」と回答したものが 57％にものぼるなど、リサイクル製品認
定制度は認知されていても、使用されていないという現状が窺えた。
この理由として、①（リサイクル製品の）価格が通常製品より高い
（44％）に次いで、②リサイクル製品の情報が無い（20％）、が挙
げられている。 
このことから、認定リサイクル製品自体の情報やそれを得る手段

や方法が乏しく、使用に繋がっていないと分析される。 
従って、市町をはじめ消費者に対し、認定リサイクル製品に関す
る情報提供について、その方法を充実させることにより、認定リサ
イクル製品の使用の拡大を促すべきである。 
なお、その際、例えば間伐材を原材料とするリサイクル製品など、
その利用推進が特に本県の環境保全に資するものについての広報
は、その視点からの啓発も含め、積極的に行うべきである。 
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＜当条例についての検討経緯＞ 
 
（第１回(平成20年６月30日) 正副座長選出、検討の進め方について合意）
第２回(平成 20 年８月１日) 検討１本目の条例を座長から発表 

条例の運用状況について執行部説明聴取 
第３回(平成 20 年８月 12 日) 条例の運用状況について執行部説明聴取 
第４回(平成 20 年９月２日) 参考人招致（１回目） 

・リサイクル製品認定委員よりリサイクル製品認定制度等について
意見聴取 

第５回(平成 20 年９月 17 日) 参考人招致等（２回目） 
・環境、循環型社会形成、リサイクル等に関する分野の学識者等か
ら意見聴取 

・他の都道府県の取組状況調査 
第６回(平成20年９月30日) 執行部説明並びに課題の提起及びそれを基に

意見交換 
第７回(平成 20 年 10 月 14 日) 各課題の論点について討議 
第８回(平成 20 年 10 月 31 日) 各課題の論点について討議 
第９回(平成 20 年 11 月７日) 各課題の論点について討議 
第 10 回(平成 20 年 11 月 26 日) 討議結果に関して執行部から現状等聴取 
第 11 回(平成 20 年 12 月 19 日) 討議結果に関して執行部から現状等聴取 

・条例の改正及び運用について申入れの内容に関して合意 
第 12 回(平成 21 年１月 23 日) 条例改正案等について討議 
第 13回(平成21年１月30日) 条例改正案及び申入書案について合意（予定）
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議員提出条例に係る検証検討会 委員名簿 
 

会 派 名 委 員 名 

新政みえ 
 

  
   杉 本  熊 野   

 
北 川  裕 之 
 
日 沖  正 信 
 

◎ 西 塚  宗 郎 
 

 
自民・無所属議員団 

 

 
服 部  富 男 
 
竹 上  真 人 
 

○ 野 田  勇喜雄 
 

 
県政みらい 

 

    
森 本  繁 史 
 
中 嶋  年 規 
 

 
日本共産党三重県議団 

 

    
萩 原  量 吉 
 

 
公明党 
 

    
今 井  智 広 
 

   ◎座長、○副座長 
 

 



   

 
 
 

平成２１年第１回三重県議会定例会 
 
 
 
 
 

提  案  説  明 
 
 
 

（議  提  議  案  第  ○  号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２１年○月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(案) 

資料４ 



ただいま議題となりました三重県リサイクル製品利用推進条例の一部

を改正する条例案につきまして、提案者を代表して提案説明申し上げま

す。 

この三重県リサイクル製品利用推進条例は、平成13年３月の制定以降、

２度の改正を経て現在に至っているものであります。１度目は、平成 17

年３月、リサイクル製品の利用を推進するに当たって県が主導的な役割

を果たし、市町村等と協働していくため、議員提出によって改正されま

した。２度目は、平成 18年３月、リサイクル製品の認定手続における不

正行為を防止するとともに、リサイクル製品の品質及び安全性を確保す

るため、知事提出によって改正されました。この２度目の改正の契機と

なったのが、平成 17年６月以降、県の認定リサイクル製品であるフェロ

シルトが六価クロム等の汚染原因であることなどが判明した、いわゆる

フェロシルト問題であります。 

この問題の発生の一因は、生産者である石原産業株式会社の虚偽の申

請によるリサイクル製品を漫然と認定したことと同時に、この条例にお

ける認定制度にかかる不備もその一因であると考えるところです。言う

までもなく、議会の一員である議員は、条例案を審議し、議決したこと

について責任を負うものであります。 

しかしながら、この条例が目的とするリサイクルの推進など循環型社

会の構築に向けた取組は緊要であります。今回の改正は、リサイクル製

品の定義に関して所要の改正を行うとともに、リサイクル製品認定委員



に関する規定の整備等を行うことにより、リサイクル製品の品質及び安

全性について一層の確保を図ろうとするものです。 

以上が、本条例案の提案説明であります。 

慎重御審議の上、速やかに御賛同賜りますようお願い申し上げます。 
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三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例について 

 

平成２１年１月３０日 

総務部予算調整室 

 

一 運用の状況（資料２参照） 

 １ 執行部から議会への報告・提出、公表の流れ 

 （１）予算案提出時（５条関係） 

予算案提出時に、１千万円以上の補助金等を交付することが見込まれ

るときは、「予算に関する補助金等に係る資料（１号様式）」を作成し、

議会へ提出しなければならない。（５条） 

（２）各定例会の各会議（６、９、１１、２月会議）（６条関係） 

７千万円以上の補助金等の交付の決定を行ったときは、「交付決定実

績調書（２号様式）」を議会へ提出するとともに、その概要を公表しな

ければならない。（６条１項） 

（３）第２回定例会９月会議（７条、８条関係） 

ア 年次報告 

毎年１回、前年度における１千万円以上の補助金等の実績につき、

「年次報告（４号様式関係）」として取りまとめ、議会に提出すると

ともに、公表しなければならない。（８条１項） 

   イ 補助金等評価結果調書 

７千万円以上の補助金等の交付決定を行った場合、当該交付の会計

年度終了後６ヶ月以内に、あらかじめ定める基準（施行規則３条）に

従い評価を行い、その結果（＝補助金等評価結果調書（３号様式））

を議会に報告するとともにその概要を公表しなければならない。（７

条１項） 

 

 ２ 報告・提出資料（資料３参照） 

 （１）予算に関する補助金等に係る資料（１号様式） 

    １千万円以上の補助金等を交付する見込みがあるときに、予算案提出

時に提出する。 

①補助金等の名称、②補助事業者等の氏名及び住所、③交付予定額、 

④事業内容、⑤交付の目的、根拠及び理由、⑥公益性の判断及び理由 

 （２）交付決定実績調書（２号様式） 

    ７千万円以上の補助金等の交付実績を記した調書。各定例会の各会議 

   （６，９、11、２月会議）に提出する。 

   ①補助金等の名称、②補助事業者等の氏名及び住所、③交付決定額、 

④事業内容、⑤交付の目的、根拠及び理由、⑥実現しようとする政策、 
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施策及び目標、⑦補助金の交付以外の方法の可能性 

 （３）補助金等評価結果調書（３号様式） 

    ７千万円以上の補助金等の評価について記載した調書。会計年度終了 

後６月以内に評価を行い、結果を議会に報告する。 

   ①補助金等の名称、②補助事業者等の氏名及び住所、③交付決定額、 

④評価結果 

 （４）年次報告（４号様式） 

    毎年１回、前年度における補助金等の実績について、年次報告とし 

て取りまとめ、議会へ報告する。 

   ア 全体状況（４号様式、４－１号様式） 

 施行規則４条により、以下のとおり整理されている。 

    ①歳出決算の財源内訳に従って、国庫支出金、国庫支出金以外の特定

財源、一般財源に区分 

②歳出決算の性質に従って、消費的経費及び投資的経費に区分 

③歳出決算の目的に従って、款に区分 

   イ 補助金等の交付実績（４－２号様式） 

     １千万円以上の補助金が対象 

    ①事務事業名、②補助金等の名称、③補助事業者等の氏名、④交付額、 

    ⑤交付の根拠 

   ウ 立入調査その他監督の実施状況（４－３号様式） 

    ①補助金等の名称、②補助事業者の氏名、③交付時期、④交付額、 

    ⑤立入調査その他監督の内容、⑥立入調査その他監督の結果 

   エ 補助金等の見直し状況（４－４号様式） 

    ①補助金等の名称、②見直し結果等、③見直しを行った理由 

 

      

二 課題 

１ 報告対象金額について 

報告の対象となる金額が１千万円以上のもの（予算に関する補助金等に

係る資料（1 号様式）、補助金等の交付実績（4-2 号様式））と７千万円以

上のもの（交付決定実績調書（2 号様式,2-1 号様式）、補助金等評価結果

調書（3号様式）があり、これらの調書の基準額が異なっている。 

補助事業に対する審議の重点化と効率化を図るため、基準金額の見直し

を行い、例えば、７千万円以上の補助金等を、報告・提出の対象とするこ

とにしてはどうか。 

 

※平成 19 年度においては、１千万円以上の補助金の報告は年間６３２件、７千万円

以上の報告は年間１３６件となっている。 
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 ２ 提出調書について 

（１）審議の重点化・効率化からの見直し 

予算案提出時には「予算に関する補助金等に係る資料（１号様式）」

を、交付決定時には「交付決定実績調書（２号様式）」を提出し、さら

に年に１回、前年度の年次報告である「補助金等の交付実績（４－２号

様式）」を提出することとなっており、一つの補助金交付に関して、調

書を３度提出することとなっている。 

また、あわせて、「補助金等評価結果調書（３号様式）」、「立入調査そ

の他監督の実施の状況（４－３号様式）」など、多くの資料を提出する

ことになっている。 

補助金に関する審議の重点化・効率化の観点と、提供する情報量は現

状を確保するといった点に配慮しながら、例えば、「交付決定実績調書

（２号様式）」、と「年次報告（４号様式）」の提出について、見直しを

行ってはどうか。 

 

 （２）見直し内容について 

「交付決定実績調書（２号様式）」と「年次報告（４号様式）」につい

ては、現在も、議会へ提出したものと同様のものを県のホームページに

おいて公表している。 
議会への提出をホームページでの公表に代えることによって、コピー

使用量の減少にも寄与することができることから、ＩＳＯの観点からも、

「交付決定実績調書（２号様式）」と「年次報告（４号様式）」の議会へ

の提出を、ホームページでの公表に代えることができないか検討を願い

たい。 
また、「交付決定実績調書（２号様式）」のデータの更新は、定例会が

年２回となったことから、９月、２月の２回に見直してはどうか。 
 

※ 平成１９年度に設置された「議会の会期見直しプロジェクト会議」におい 

ては、本件について検討が行われ、この趣旨に御理解をいただいている。 

なお、従前から議会提出資料として提出していた「請負契約一覧表」、「５

千万円以上の請負契約における県外業者の落札状況」及び「県内・県外別発

注状況」については、プロジェクト会議における検討の結果、議会への提出

に代えてホームページで公表することとされた。 

 














































